
 
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産・・・定率法によっている。 

取得価額 20 万円未満のものについては３年間の均等償却によっている。 

（３）引当金の計上基準 

   ①退職給付引当金・・・退職一時金制度に基づき当期末に発生していると認められる額を計上 

している。 

②賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する 

額を計上している。 

（４）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は､次のとおりである。 

（単位：円） 

科    目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

基本財産特定預金 

投資有価証券 

小  計 

特定資産 

退職給付引当預金 

減価償却引当預金 

ｱﾜﾋﾞ･ｸﾙﾏｴﾋﾞ種苗生産積立預金 

ﾏﾀﾞｲ･ﾋﾗﾒ中間育成積立預金 

ｸﾛﾏｸﾞﾛ資源管理積立預金 

水産業経営安定促進事業積立 

金 

小  計 

合  計 

 

150,002,250 

49,997,750 

 

 

2,250 

 

2,250 

 

 

150,000,000 

50,000,000 

200,000,000 2,250 2,250 200,000,000 

 

9,543,659 

44,487,947 

16,000,609 

2,997,540 

 

787,485,737 

 

 

1,625,839 

4,985,751 

 

 

221,000 

78,504,000 

 

 

 

3,316,499 

 

 

 

33,315,055 

 

 

11,169,498 

46,157,199 

16,000,609 

2,997,540 

221,000 

832,674,682 

 

860,515,492 85,336,590 36,631,554 909,220,528 

1,060,515,492 85,338,840 36,633,804 1,109,220,528 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は､次のとおりである。 

（単位：円） 

科    目 当期末残高 
(うち指定正 
味財産から 
の充当額) 

(うち一般正 
味財産から 
の充当額) 

(うち負債に 
対応する額) 

基本財産 

基本財産特定預金 

投資有価証券 

小  計 

特定資産 

退職給付引当預金 

減価償却引当預金 

ｱﾜﾋﾞ･ｸﾙﾏｴﾋﾞ種苗生産積立預金 

ﾏﾀﾞｲ･ﾋﾗﾒ中間育成積立預金 

ｸﾛﾏｸﾞﾛ資源管理積立預金 

水産業経営安定促進事業積立 

金 

小  計 

合  計 

 

150,000,000 

50,000,000 

 

(150,000,000) 

(50,000,000) 

 

 

 

 

200,000,000 (200,000,000)   

 

11,169,498 

46,157,199 

16,000,609 

2,997,540 

221,000 

832,674,682 

 

 

 

 

 

 

 

(832,674,682) 

 

 

 

(46,157,199) 

(16,000,609) 

(2,997,540) 

(221,000) 

 

 

 

(11,169,498) 

 

 

 

 

 

 

909,220,528 (832,674,682) (65,376,348) (11,169,498) 

1,109,220,528 (1,032,674,682) (65,376,348) (11,169,498) 

 

 

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

 （単位：円） 

科    目 帳簿価額 時価 評価損益 

千葉県債 50,000,000 49,105,000 △895,000 

合  計 50,000,000 49,105,000 △895,000 

 

 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は､次のとおりである。 

（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 
前期末 
残高 

当期増加額 当期減少額 
当期末 
残高 

貸借対照表上

の記載区分 

補助金 

 千葉県栽培漁業推進体制

整備促進事業費補助金 

 東京湾漁業総合対策事業

費補助金 

 漁業経営基盤強化指導事

業費補助金  

 

千葉県 

 

千葉県 

 

千葉県 

 

 

0 

 

0 

 

0 

 

 

27,900,000 

 

6,000,000 

 

4,209,000 

 

 

27,900,000 

 

6,000,000 

 

4,209,000 

 

 

0 

 

0 

 

0 

 

 

 



 

（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 
前期末 
残高 

当期増加額 当期減少額 
当期末 
残高 

貸借対照表上

の記載区分 

助成金 

 地域漁船漁業改革推進集

中プロジェクト運営事

業助成金 

 

 漁業振興事業助成金 

  

 

(特非)水産業・

漁村活性化推

進機構 

 

(一財)千葉県漁

業振興基金 

 

0 

 

 

 

0 

 

189,200 

 

 

 

3,988,000 

 

189,200 

 

 

 

3,988,000 

 

0 

 

 

 

0 

 

合  計 0 42,286,200 42,286,200 0  

 

 

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

  指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

                     （単位：円） 

内   容 金   額 

経常収益への振替額 

 基本財産運用収益の振替額 

 受取寄付金の振替額 

 

448,931 

33,315,055 

合   計 33,763,986 

 

 

７．その他 

 

  （退職給付関係） 

  （１）採用している退職給付制度の概要 

     確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。 

  （２）退職給付債務及びその内訳 

      退職給付債務  11,169,498 円 

      退職給付引当金 11,169,498 円 

  （３）退職給付費用に関する事項 

      勤務費用      1,625,839 円 

      退職給付費用    1,625,839 円 

  （４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

     退職給付債務等の計算に当たっては、退職一時金制度に基づき当期末に発生していると 

     認められる額を計算している。 

  



附 属 明 細 書  
 

１．基本財産及び特定資産の明細の明細 

  財務諸表に対する注記に記載のため省略する。 

 

２．引当金の明細 

（単位：円） 

科  目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

退職給付引当金 9,543,659 1,625,839 0 0 11,169,498 

賞与引当金 7,390,000 9,430,000 7,390,000 0 9,430,000 

    


